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は　じ　め　に
　我々がここで再生産表式の形成史を問題にしょうとするのは，再生産表式
の内包する理論的性格を明確にしょうとするためである。周知のように，再
生産表式は『資本論』第2巻第3篇において　「社会的総資本の再生産と流通
の過程」を図解的に説明する手段として用いられているものである。それは
商品資本の循環過程を総括的に提示するものとされている。このことは，再
生産表式の形成史を問題にする場合，第1に「資本論』体系において，第2
巻第3篇が理論的にいかなる位置にあるかということ，第21と「資本論』休
系の理論的性格をいかに把握するかということ，少くともこの2点が前提と
して明らかにされていなければならないということを意味するものである。
その意味では，再生産表式の形成史は『資本論」体系の形成史の一環として
の位置付けにおいて考えられねばならないといえるであろう。我々はここで
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は第1点については，第2巻第3篇は，第1巻第フ篇，第3巻第3篇，と共に．
「資本論』体系における再生産の3関連契機を成していること，第2点につ
いては，『資本論」はマルクスの「経済学批判体系プラン」における，「資本
土地所有，賃労働」という前半の3部門の基本的部分を包含するものであ
り，そこではブルジョア社会の内部的仕組が解明されていると考える。　もっ
ともこれら2点はそれ自体としても大きな問題点であり，より立ち入った言
及が必要なのであるが，ここでは我々の理論的前提はそのようなものである
とい・うことを確認するに留めておく6
　ところで，再生産表式そq）ものの契機，或いは観点といったものは，　『資
本論』の形成史からみれば，比較的早い時期に現われている。例えば，1857
～58年の『経済学批判要綱』においては再生産表式の原型ともみなされるべ
きものが見出されるのであり，1861～63年の『剰余価値学説史』においては
2部門分割，3大流通，商品資本循環の分析視点といったものが確立されて
いるのであって，それは一一応1863年のマルクス自身の「経済誌」において結
実しているものどいえる。しかし，「経済表」の完成は直ちに再生産表式の
確立を意味するものではない。両者の間には時間的なへだたり以外に，その
分析対象における内容上の相違があると思われる。「経済表」が「資本一般」
の総括提示としての意味を持つのに対し，再生産表式は社会的総資本の再生
産と流通の過程の総括把握ということである。この対象規定の相異は「経済
表」と再生産表式の完成の間には，マルクスの経済学研究における方法論上
の変化があったことを示唆するものである。『資本論』を「資本一般」の書
としてではなく，プランの前半の3部門を基本的に包括するものとして完成
させるという叙述上の変更を含むプランの変更があったことが推測されると
いうことである。　「経済表」が再生産表式へと発展していくためにはヂ『資
本論』体系の確立，従って再生産の3関連契機の確立　（コ第2巻第3篇構想
の確立）と，第2巻第3篇に「経済表」を位置付けるという構想の確：立が前
提とされるのであるが，それらの構想は「資本一般」という思考では生まれ
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る余地のないものだからである。まさしく，エンゲルスがく個々の新しい正
しい観点は，……すでにヨリ早く現われます。しかし全体を見渡して新しく
秩序づけることは，全体を究めつくしてから初めてできることです〉（1883
年9月18日付けエンゲルスからカウッキーへの手紙。　『資本論に関する手
紙』岡崎次郎訳P．329）と述べているように，再雄産表式として「経済表」
が改編されるためには，現行「資本論』体系の確立という全体を究めつくす
ことが必要だったのである。
　かくて，再生産表式の形成過程を問題にし，そこから表式の内包する理論
的性格を爬羅刎挾しょうとする場合，その研究は表式の個々の諸契機や観点
がマルクスの「維済表」として結実していく過程と，その「経済学」が再生
産表式へと発展していく過程との2点においてなきれねばならない。前者に
おいては「要綱』と『学説史』において提示きれた諸契機の確立過程とその
「経済表」への結実が問題にされねばならない。しかし，後者についてはま
とまった資料を見知しえぬ状況にあることから，第2巻「流通過程論」あ成
立過程との関わりにおいて推測的に検ll～j『されねばならない。
　本稿で引用されるマルクスの文献の略記は次のように記した。“Grundrisse
der　Kritik　der　Politishen　Okonomie”は（Gr・34D．“Theorien　tlber　den
Mehrwert”は（Meh・1・149）．“Das　Kapital”は（Kap・1［［・345）．これ
らについての邦訳は次の訳裂量：に依拠した。『経済学批判要綱』高木幸二郎監
訳．『剰余価値学説史』国民文庫版．『資本論」長谷部文雄訳青木雷店版．
これらには原書ページが記されているので，引用に際しては邦訳のページ数
は記していない。
1　再生産表式形成の前一史
　　　　　　一「経済学批判要綱』における「再生産表式の原型」について一一
　『経済学批判要綱』　（1857～58）の「資本にかんする章一一第2篇資本の流
通過程」の比較的初めの部分で，「或る種の計卸（Rechnung）」を示すため
　　　　　　　　　　　　　　　一3　一
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に作成された一葉の「表」を意い出すことが出来る。それはく再生産表式のも
っとも早い原型〉或いはくマルクスによる社会的総資本の再生産過程把握表
　　　　　　　　（1）
現の最初の試み〉とみなされているものである。だが，ノートとはいえ「資
　　　　　　　　（2）
本一般」の理論的前提のもとに執筆された『要綱」において，諸資本の絡み
あい，条件づけあいを問題にし，諸資本の同時的存在を想定する「表」が掲
載されているということはいかに理解すべきであろうか。この問題に答える
ためには「資本の流通過程」．で展開されている基軸論理は何かということ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
ユ859年に作成された「計画草案」　（Gr・g75～7）の「流通過程の章」は，単な
（1）高木幸二郎「r経済学批判要綱』における再生産表式と恐慌」，　囮］央大学70周年
　　記念論文集』後にr恐慌・再生産・貨幣制度』に所収，ここでは後者から引用した。
　　P．　3’（尚，本論文は“Konjunktur　und　K：rise”Heft　2／1963に訳載されている。）
　　　「表」が再生産表式の形成に際して持つ意義については次のように述べられてい
　　る。〈そしてまた表式そのものに関して注意すべき，かつ興味ある事柄は，これま
　　でマルクスの再生産論のとくに表式を利用しての説明は，　r剰余価値学説史』での
　　ケネーの研究にその端を発するとみられていたわけであるが，実はその以前にこの
　　「要綱」のマルクス自身の草稿のうちに，直接にはケネーに言及されることなく，
　　はやくも表式の原型に相応するものが提示され，そしてそこでこれに関連して直接
　　恐慌が論ぜられているという点である。〉（同前）
〈2）　小林賢斉「再生産表式と資本の循環・回転一「表式」成立過程の一考察一」，　「経
　　済学論集』　（東京大学）25－3・4．P．81
（3）　「資本の流通過程」の基軸論理は，生産資本循環把握であることは，多くの論者
　　によって指摘されている。例えば，田代洋一氏は次のようにされている。＜しかし
　　r要綱』は，その「弁証法的』な叙述方法とも相まって，「生成しつつある資本」
　　と「生成した資本」あるいは「貨幣の資本への転化」過程と生産・再生産過程とを
　　叡然と区別することによって，消極的には貨幣資本循環形態を析出する一契機を矢
　　ない，積極的には「生成した資本」の自立的運動として循環を把握すべきだという
　　論理から，資本の生産・再生産過程を起点とする生産資本循環形態を資本循環の唯
　　一の形態として事実上措定することになった。〉（田代洋一「r経済学批判要綱』
　　における資本循環論の展開」，　『土地制度史学』45．P．32～3）更に田代氏は，「要
　　綱』における「資本一般」の前提は，資本循環を生産資本循環の形態に閉じこめて
　　しまったとされ，それ故に＜「資本一般」の内容転換を準備するものが，商品資本
　　循環，さらにはその析出によって可能となる三循環形態の統一の論理にほかならな
　　い〉（同前，P．33）とされている。　LE1代氏はr要綱』からr資本論』への発展を，
　　資本一般，資本循環，社会的総資本の流通と再生産という三つの問題の相互のから
　　みあいの進展とされるのである。
　　　「資本の流通過程」の論理構成をどのようなものとして理解するかということは
　　今後の検討を待つことにして，ここでは次の点のみを指摘しておく。それはr要
4
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る項目列挙でしかなく，しかも「表」の部分についての項目指示がなきれ．
　　　　　　　　　　　（4）
ていないのは何故かということなどが考慮されねばならないであろう。しか
し，ここではそれらの検討は他に譲ることにして，マルクスは「表」にわい・
て何を解明しようとしたのか，その説明はいかにおこなわれているのか，そ
れは過剰生藍の略解図ときれることとどのような関係にあるのか，　この3点tt
についてのみ検討することにする。まず問題の「表」を提示しておこう。
　　綱』で展開されている流通過程論は直接的生産過程に対立するものとしての「本来
　　的流通過程」を分析対象としているということである。　r要綱」においては生産過
　　程と流通過程は論理的には並列的な関連において，従って流通過程は生産過程から
　　切り離されて，論理lil勺には対立するものとして嶽定されている。生産過程の考察か
　　ら流通過程の考察に移るにあたって，その移行が問題とされ，流通過程分析の出発
　　点において商品資本W’（＝W＋w）を措定するということはそのことを端的に物
　　語っているものと思われる　（Gr・305～8）。ところが「資本論」では，流通過程．
　　は生産過程を前提として，或いはそれを一契機として包摂するものとして展開され
　　ている。それ故，　r資本論』第2巻は論理的には第1巻第7篇の蓄積論に接続する
　　のではなく，第1巻策2篇に接続するものとして想定されているのである。第2篇
　　において資本の一般的範式としてG－W－G’循環が措定されるのであるが，その
　　循環形式は生産過程の考察が前程とされることによって，第2巻の冒頭でG－W
　　＜聖・・一P…W’Gtという騰鰯・の耀緻としてより劇的に縦されるに
　　いたるのである。資木循環の3形態として資木循環論がr資本論』第2巻の冒頭で
　　展開されている意義は，　「要綱』と「資木論』とにおける流通過程論の相違を意味
　　するものであると同時に，両訴の閥に存する方法論的相違一「資本一般」と「前半
　　3部門」一をも意味するものといえよう。
（4）水谷謙次氏はこの「草案」の「流通過程の章」は事実上『資本論』第2巻第1
　　篇，第2篇に照応しているとされている。＜それゆえ，流動資本と固定資本の二重、
　　の規定を「軸」に展開されようとしている「59年プラン」の理論的構成もまた，そ
　　のごく木筋においてはr資本論』第2部の「第1篇」，「第2篇」の関連にほぼ照
　　心しているとみなすことができる。〉（水谷謙次「『経済学批判要綱」における資
　　本の流通過程」　（下）　『立教経済学研う琶』23－4．P．　24）個々の諸契機を見るかぎ
　　りにおいては，　「要綱』で展開されていることが「資本論」で発展させられている
　　ということが出来るかもしれない。しかし，そのことをもって，「要綱』の流通過
　程論と　『資本論』の流通過程論の照応関係を追求するという方法は，　r要綱』と
　　r資本論』の聞に存在する方法論上の発展を無視することにもなりかねないので，
　疑問を感んじる。
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丁生産物の流通過程の表　　　　　　　　　　　（5）
A）原料製造業者
B）同　　　　上
C）機械製造業者
E）労働者用必需品
D）剰余生産者
労賃
20
20
20
20
20
10
原料
　40
　40
　40
　40
　40
　20
機械類
一　20
一　20
一　20
一　20
一一@20
一　）．o
剰余生産物???＝＝P00
－100
＝100
＝IOO
＝＝　IOO
＝：　60
?
????
???
????
??
?
??
??
2
（醐の・÷撮暇磁一下看隻される大きさをi－IS．一引賭）（…345）
　1）マルクスが「表」において解明しようとしたことは，第1にく各資本
がその生産物に対象化された労働を，交換を通じて他の形で回収する〉　（Gr
・344）ということ，しかもその場合，労働者は何んの利得も得ないというこ
と，即ち〈一般的利潤率の形成に際して労働者にはなんの利得もない〉　（Gr
・338）ということである。第2に，第1と関連することではあるが，剰余価
値の実現はく労働者の消費を通じて交換で可能となる〉（Gr・345）　ことを一
種目「計算」として例示しようとしたということである。その場合，「表」そ
のものはく資本が生産でつくりだしたその剰余価値を，労働者の消費を通じ
て交換で実現することが可能となる唯一の正しい関係割合を表わしている〉
（Gr・345．傍点引用者）とされている。マルクスは「表」において，流通過程
W－GノーWから利潤が発生するのではなく，それは単に交換を通じて実現さ
れるにすぎないということ，更にその場合にどのような条件が必要であるか
ということを例示しようとしたのである。ここで剰余価値の実現との関係で
「表」が問題にされていることに留意する必要があろう。
（5）小林氏は「表」を．「総生産物の流通過程の表」と名付けておられるが，ここでも
　それに従っておく。（前掲論文，P．81）
　　　　　　　　　　　　　　一6一
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　「表」においてこのような企図がなされたことについて，小林賢斉氏は
「資本の流通過程」の初めの部分ではく直接的生産過程から資本の循環・回
転の考察に移る為には，投下貨幣資本の円滑な還流，従って各個の資本の生
産物の円滑な流通が仮定きれねばならず，従って諸資本相互の関連の分析を
予め想定する事が必要である〉という方法論的要請によるものであるとされ
ている。小林氏が生産物の円滑な流通とされていることの内容が明確ではな
いが，本来的流通過程において生産物の姿態変換が円滑におこなわれるとい
うことであれば，「表」はその転態にさいしての諸資本相互の関連における
条件を提示しているということが出来る。だが，他方ではマルクスは〈個別
資木において，われわれが：不変的（Konstant）／illi値と名づけたところの，前
提として現れるところのものは，資本によっての資本の前程にほかならず，
すなわちさまざまの産業部門で諸資本が相互に前提ならびに条件として措定
しあうということにほかならない。……ここでは多数の資本をもちこむこと
によって考察を混乱きせてはならない。多数の資本の関係はむしろ，資本で
あるというすべてに共通するものが考察されたのちに，説明されるであろう
〉（Gr・416）として，不変資本の補墳の壁心については「資本の流通過程」
における考察対象ではないとしているのである。このことは「表」が諸資本
相互の関連分析の考察，或いは社会的総資本の再生産過程把握という視点に
おいて作成されたものではないことをしめしていると思われる。いずれにし
てもここではマルクスが「表」の説明に関連して，一一A方では本来的流通過程
において利潤が発生しないとしながら，他方では交換によって価値増殖が可
能となるとしていることに注目する必要があると思われる。価値増殖は流通
過程において生じないが，流通過程においてその現実的可能性を獲得すると
いうことであって，そこに「表」が過剰生産の説明に援用されることになっ
た理由があると思われる。小林氏はこの点を看過されているために，社会的
総資本の再生産と流通の総括把握という視点からのみ「表」を問題にされる
ことになり，マルクスが「表」と過剰生産との関連について指摘しているこ
　　　　　　　　　　　　　　　一　7　一
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とには何んの言及もなきれず，唯，「表」が商品資本循環の視点からみてい
かなる欠陥があるかを指摘されるに留まっていると思われる。
　2）・「tt衣」そのものについては次のような説明がなされている。〈％の原
料，％の機械類，晃の労働者必需品，％の剰余生産物一この剰余生産物は，
資本家諸君が生活するための糧であると同時に，彼らの剰余価値を実現する
ための手段でもある一と想定したその関係割合にしたがって，われわれは，
各A，B，　C，　D，　Eのそれぞれの生産総額が100にイコールのばあい，労
働者用必需晶のため1入の生産者E，他のすべての資本家のために原料を生
産する2人の資本家AとB，機械類を生産する1人のC，剰余生産物を生産
する1人のDを必要とする。計算は次のようになるであろう（機械製造業者
以下その商品の一部分はそれぞれ自分自身のために生産しなければならぬも
のである）。〉（Gr・345）ここでマルクスが5人目生産者を想定したのは，社
会の生産諸部門の種類を社会の総生産物の素材構成にそのまま照応させるた
めである。即ち，「表」においては「労働過程」において分類された社会的
総生産物の素材的構成にもとづいて，生産諸部門の分類がおこなわれている
　　　　　　　　　　　　　　　くり
のであって，『資本論』におけるように，社会的総生産物の再生産という視
点，従って生産的消費と個人的消費という消費の契機によって，生産諸部門
の分割がなされているのではない。そこでは社会的総生産物の使用価値視点
のみが強調されているのであって，その点においても「表」は社会的総資本
の再生産の視点で作成されたものではないといえよう。
　続いて，マルクスは「表」における商品流通について説明している。＜E
は，　IQOからなる彼の全生産物を，彼自身の労働者のための労賃20，原料く
製造業者＞Aの労働者のための労賃20，原料く製造業者＞Bの労働者のため
の労賃20，機械製造業者Cの労働者のための労賃20，剰余生産者Dの労働者
のための労賃20と交換で手ばなす。そのかわりに彼は，原料40，機械20を交
（1）〈「表」における生産物の価値構成は労働過程における資本分類に従っている。〉
　　（／J、林賢1斉，前掲論文，P．84）
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換で手に入れ，20はふたたび《次期に》労働者用必需品にむけるために保存
し，きらに20は自分の生活のための剰余生産物の購入用として手もとにのこ
しておく。他の資本家も同じような関係にある。〉（Gr・345）ここでく他の
資本家も同じような関係にある〉ということは，A，　B，　C，　DもEと同様
の温品交換を行うということであるが，それは同時に，各々の資本家は夫々
20をく自分q）生活のための剰余生産物の購入用として手もとにのこしておく
〉ということをも意味しているのである。ところが，この場合には剰余生産
物がすべて実現されずに終ることになる。この点については改ためて問題に
する。問題の性質上，とりあえず，ここでは剰余生産物は実現されるものと
仮定して検討を進めていく。
　上記の説明の商品交換関係を労働者用必需品生産者Eについて見れば次の
ようになる。
1）A，Bの労賃（40）→Eの資本家（原料）→A，　Bの資本家。
2）　Cの労賃（20）→Eの資本家（機械類）→Cの資本家。
3）Dの労賃（20）→Eの資木家。
4）Eの労賃（20）→Eの資本家。
（→印は貨幣の運動方向を示し，括弧内はEが手に入れる生産物の種類と量である。）
　上記の商品交換関係について補足しておけば，各生産者が夫々の労働者に
賃金を支払うという労働力商品の購買過程　（労働者からみれば販売過程）が
明示されていないが，それは前提とされているのである。それ故，例えば
2）における貨幣の運動は本来Cの資本家→Cの労働者→Eの資本家→Cの
資本家というように示されねばならない。次に，労働者用必需品生産者の労
賃部分について，〈20はふたたびく次期に〉労働者用必需品にむけるために
保存〉するとされているが，それは労働者雨跡冊晶を購入するのは，ここで
は三皇者に限られているから，，労賃部分の貨幣は労働力商品購入のための資
本，従って可変資本として資本家の手もとで保存されるということである。
この時，剰余生産者以外の夫々の生産者の手もとに，夫々の資本家によって
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　248
投一ドされた貨幣が還流することになる。貨幣の出発点への還流が生じるので
ある。かくて，以上のような一連の商品交換によって，剰余生産者D以外の
資本家は次年度の生産のための原料と機械を補着し，労働力購入のための貨
幣を準備したことになる。以上のことから，「表」を再生産表式を援用して
書き卸せば次のように示すことが出来る。
　1）　180c十60v十6’Om＝：　300
　」）　120c十40v十40M＝＝　200
　ここでは明らかに単純再生産的均衡条件（∬）120c＝1）60v＋60m）が
成立している。このように一定の補足のもとにおいては「表」は単純再生産
の過程が円滑に進行することを表示しているということが出来る。
　ところで，これまでの説明では剰余生産物の実現については仮定されてい
たにすぎず，剰余生産物がどうなるかということについては全く述べられて
こなかった。というよりも，マルクスの説明によれば，剰余生産者Dは自己
の投下した貨幣を回収することが出来なく，剰余生産物は実現きれえないと
いうことなのである。各々の生産者は剰余生産者に還流すべき貨幣を手許に
く自分の生活のための剰余生産物購入用として〉残しているためである。そ
こで問題になるのは，何故マルクスがこのような想定をしたのかということ
である。マルクスは「表」において剰余価値の実現はいかにして可能かとい
う点をも示そうとしたのであるが，その点からすれば，各々の生産者は貨幣
を手許に残しておくと想定する必要がないといえよう。
　マルクスは「表」の説明に続いて次のように述べている。〈もし彼らが剰
余のすべてを消費してしまうとすれば，彼らは終りにも初めと同様の状態に
とどまっており，彼らの資本の剰余価値が増大することはないであろう。〉
（Gr・345）しかし〈剰余価値の半分だけを消費すると仮定すれば〉，各々の
資本家は10ターレルずつ，合計50ターレルを貨幣で蓄積することになる。こ
の50ターレルは〈しかし新しい労働に投下きれることによってだけ価値増殖
することのできるものであろう。〉（Gr・346）ところがこの場合には，剥余
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生産者の生産は〈消費物品を50だけ生産〉し，〈貨幣く金属〉で50を生産〉
するというように，剰余生産物において素材転換がおこなわれねばならない
ということである。
　　　　　　　（？）（3）
　ここでマルクスが，夫々の資本家が剰余生産物を購入するための貨幣を一一一一L
時的に保持すると仮定したのは，その貨幣がどのような支出形態をとるかを
問題にずるためであって，一時的に保持された貨幣がすべて剰余生産物に支
出された場合には単に単純再生産が繰り返えされるにとどまり，その貨幣の
半分が剰余生産物に支出されるにとどまれば拡大再生産一価値増殖が可能に
なるということである。単純再生産と拡大再生産は論理的に区別されなけれ
ばならないにもかかわらず，マルクスはその相違を無視して両者を岡時に聞
題にしょうとしたのである。というよりも，ここでのマルクスの関心は蓄積
に向けられていたといえるであろう。蓄積によって価値増殖の条件がどのよ
うな変容をこうむるのかということが主要な問題であったと思われる。だ
が，「表」そのものに関してはく剰余のすべてを消費してしまうとすれば〉
と想定されていることから単純再生産に関するかぎり問題は解決されている
とみなしえるであろう。先に記した単純再生産的均衡の条件が「表」におい
て成立している所以もそこにあるといえよう。
　ところで，マルクスは単純再生産から拡大再生産への移行の条件として，
剰余生産物の素材転換を想定している。そとでの説明は混乱しており，しか
も途申で放棄されている。しかし，そこではすくなくとも移行に際しては何
等かの条件が必要であるということが想定されているのであって，それは
『資本論』第2巻第3篇において単純再生産から拡大再生産への移行に伴う
（2）　この点をロスドルスキーは〈剰余生産者Dは生産を縮少しなければならない〉と
　　しており，そこに単純再生産から拡大再生産への移行と恐慌との関係を見ようとし
　　ている。Roman　Rosdolsky‘‘Zur　Entstehungsgeschichte　des　Marxschen＞K：a－
　pital〈”　S．　390
（3）小林氏は「表」はく単純再生産の表を基礎として同時に蓄積をも解明せんとす
　　る〉（前掲論文，P．　81）ものであるとされている。
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「困難」として論じられた問題の端初をなすものといえよう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
　以上見てきたように「表」において剰余生産物の実現の想定がなされてい
ないのは，次の問題展開のための単なる留保にすぎないのであって，「表」
はそれ自体として単純再生産の過程の図解として役立ちうるものである。と
ころが小林氏は「表」におけるこのような想定の意味を無視されて，次のよ
うに剰余生産物の実現のためには貨幣資本家の存在を仮定しなければならな’
いときれているが妥当ではないであろう。〈資本家Eは斯様にその全生産物
を社会の労賃と交換し，それによって自己の資本一原料。機械・労賃一を補
堰する。処がこの場合，不変資本部分（即ち原料と機械）は交換によって現
物形態をとっているのに対し，所得部分（即ち労賃と剰余価値）は，労働者
の必需品の為及び剰余生産物の購入の為に，資本家によって貨幣形態で保持
されている。従って他の資本家も同様に事を運ぶとすれば，5資本家の他に．
差し当り，一方面に買いとる処の貨幣資本家が存在しなければならない。蓋
し，A，　B，　CはDの資本の再生産に媒介された流通を条件としてのみ自己
の再生産が可能となり，．逆にDはA，B，　C，　Eの剰余価値の支出がなけれ
ほ，自己を再生産することが出来ないからである。〉ところがマルクス自身
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）
〈剰余のすべてを消費してしまうとすれば〉として，A，　B，　C，　Eが剰余
価値を支出することを想定しているのであって，ζの点は小林氏の誤解であ
る。更に，小林氏は各資本家が労賃として支払うべき部分も一時的に保持さ
れることによって実現されなくなるとされているが，「表」の想定では今年．
度の期首に支払われた労賃でもって，今年度の労働者用必需品が購入される
ということであるから，ここで資本家が保持するとされる貨幣は，先にも述
べたように次年度に可変資本として支出されるものであって，今年度の労賃．
（4）　この点については高木幸二郎，前掲書P．8参照。
（5）小林賢斉，前掲論文，P．　82～3
　　更に，小林氏は「表」においてマルクスがEを選んだのはその当時く資本の循環：
　と所得の流通との関連把握〉（同前P．83）が未熟であったことに関連しているとざ
　れている。
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に相当する部分の生産物は実現しているとみなすべきである。
　次いで小林氏は〈そしてこの場合Eは寧ろ例外的な存在にすぎない〉とさ
れている。労働者用必需品生産部門Eが例外的存在であるということの意味
が定かではないが，「表」における生産諸部門の分割が労働過程において分
類される総生産物の構成に従ってなされていることを考えるならば，　「表」
で提示されている再生産の問題にとってEは例外的存在ではありえないと思
われる。更に，「表」においてマルクスは剰余価値の実現は労働者の消費を
通じて交換において可能となることを示そうとしたのであるが，その企図は
Eの運動の追求を申心としてなきれることを意味するものではあっても，E
を例外とし想定しているものではないと思われる。
　かくて，「表」における問題点は，単純再生産的均衡の成立しているもと
で，拡大再生産をも問題にしょうとすることにあるといえよう。、それは同時
に『要綱』の段階では，単純再生産と拡大再生産が概念的には別個のもので
あることが理解されていなかったということを意味するものであり，その当
時拡大再生産と区別される単純再生産の持つく独自の論理構造的な意義〉が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（b）
明確に認識されていなかったということと関連しているものと思われる。単
純再生産が独自的な論理構造を持つものとして，その概念が確立されるの
は，　『剰余価値学説史』における　「v＋mのドグマ」の克服の過程，従っ
て不変資本の再生産の研究過程において，再生産における〈大きな困難〉
〈Kap・■・372）め一応の解決によってである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　OX3）
　かくて，我・々は「表」においては商品交換の結果として，不十分ではある
（6）高木幸二郎，前掲書P．9
〈7）　r学説史』において拡大再生産と区別された単純再生産の独自の論理構造が確立
　　されたということは，同11寺にr資本論』の叙述体系の完成にも役立っているともい
　　える。　（高木幸二郎，前掲書P．14参照）
〈8）小林氏は「表」の欠陥は次のようなものであるとされている。＜この「表」の計
　　算はW’から出発するのではあるが，不変資本部分はPの再定在，所得部分はGの
　　定在を以って一先づ終り，W’の再定在を以って一循環を完了する商品資本の流通
　　の型の分析として，問題が立てられ，且つ処理されている訳ではない。〉（前掲論
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252
が一応次年度の再生産が価値的・素材的に準備されるにいたるということが
明示されていることを確認しえるであろう。それは同時に単純再生産的均衡
の成立が剰余価値実現め条件でもあることをimplicitにではあれ示している
ということでもあるが，そこに「表」が「再生塵表式の原型」とみなされる
根拠もあるといえよう。
　　　　　　　　　　（9）
　3）マルクスは「表」の説明に続いて次のように，「表」に依拠して過剰
生産恐慌の問題について述べている。
（a）〈価値増殖の本旨は次の点にある一すなわち，各人が自己の生産物を
他の4人の生産物の分割部分と交換するということ，しかも剰余生産物のう
ち一部は資本家の消費のために予定されたものであり，一部は新たな労働が
動員されるための剰余資本《追加資本》に転化されるということ。価値増殖
の本旨は，より大きな価値増殖一新たな，より大きな価値の生産一の現実的
．可能性ということにある。このばあい次のことは明らかである，一すなわち，
　　文，P．　83）更に＜「表」の計算における混舌Lは，このP…Pの型の分析に際して，
　　一般的流通の部分たる限りでの資本循環と自立的な一循環の環たる限りでの資本の
　　循環との関係が析出されていない点に照応する。〉（同前，P．87）小林氏が所得部
　　分は〈Gの定在をもって終る〉とされることは氏の誤解であることは既に述べた通
　　りであるが，「表」の分析に際しては，所得流通と資本流通の絡みあいが積極的に
　　問題にされていないことは確かである。
（9）〈ケネー＝マルクスの経済表ないし表式と，　「要綱」の数表とのあいだに直接的
　　連繋はない。それにもかかわらず先の数表を再生産表式の原型といってよいであろ
　　うことは，そこに取り扱われている問題の理論上の共通性の観点からである。〉（
　　高木幸二郎，前掲書，P．8）ここで言われているく取り扱われている問題〉とは他
　　でもなく商品交換による剰余価値の実現ということであり，次に述べる「表」と恐
　　慌との関連のことである。それ故，水谷氏が次のようにr要綱』における再生産論
　　研究を全く無視されることは正しくないであろう。〈r要綱」をみると，そこでは
　　再生産論がまだ固有の課題として提示されていないことがわかる。またそこでは，
　　諸資本の循環の同時性や絡みあいにかんする考察は「資本一般」の範囲外におか
　　れ，再生産論の構成部分として結実されるべき多少ともまとまった研究もみあたら
　　ない。〉（水谷謙次「再生産論（『資本論・2巻3篇』）の成立について」（一），
　　r立教経済学研究』20－1・P．4）「再生産論」のまとまった研究がr要綱』にお
　　いてみられないことは確かであるが，再生産論として発展していくべき個々の糸雨
　　機，或いは表式と恐慌との関連を論じるといった再生産論の主題にかんすることは
　　r要綱』においても断片的にではあれ研究されていることは明らかである。
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すべて労働者によって消費される商品を代表しているEと，すべて資本家に
よって消費きれる商品であるD，そのDとEとがあまりに多く生産して’しま
うであろうということ，一つまり資本のうち労働者に支払われるべき部分の
割合との・関係であまりに多く，それともまた資本家が消費することのできる
資本部分の割合との関係であまりに多く　（資本家たちが資本を増加させなけ
ればならない関係割合がある，それに比較してあまりに多く）。一般的過剰生
産は，労働者．によって消費されるべき商品が相対的にあまりに少なくく消費
された》とか，資本家によって消費されるべき商品があまりに少なくく消費
された》とかいうことのためにおこるのではなく，両種の商品があまりに多
く生産されたことのためにわこる。一あまりに多くとは消費にたいしてでは
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なく，消費と価値増顛のあいだの正しい関係を確立するのにはあまりに多
く，つまり価値増殖にたいしてあまりに多く，ということである。〉（Gr・
346’v　7　）
　ここでマルクスが価値増殖（Verwertung）はく資本家相互間の交換〉（Gr
・　346）によっておこなわれるとしているがそのことについて考えてみよう。
ここでは商品交換に際して賀幣流通が考慮されていないので，〈各人が自己
の生産物を他の4人の生産物の分割部分と交換する〉ときれていることは，
資本家相互間の交換はWLWということ，即ち商品資本（Wノ＝W＋w）が直
ちに生産資本（Pm，　A）に転化するということである。しかもその際，剰余
生産物の一部が追加資本　（〈労働の新たな価値増殖のための客観的諸条件〉
とく生きた労働力能を生きたものとして維持するための労働元本〉（Gr・368＞
への剰余資本の転化）に転化することを包含するとされている。それは，交
換によって次年度に向けての拡大再生産の条件が確立きれるということを意
味するが，そのことをもって交換はく価値増殖の現実的可能性（reale　m6g－
lichkeit）〉であるとされたのである。価値増殖が蓄積と同義に解きれ，そ
の蓄積のための条件は交換によって確立されるとマルクスはしているのであ
る。
　　　　　　　　　　　　　　　一工5一
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　次いでこの価値増殖＝蓄積によって，労働者用必需晶生産部門Eと剰余生
帥蠕部門Dにおいて過乗性産力噛縢れるとしている、曾，Eにお1ナる過剰
生産とは，労働者に支払われる労賃部分に比しての意味においてであり，Dに
おける過剰生産とは，蓄積によって規定される資本家の個人的消費の大きさ
に比しての意味においてである。そこでは個人的消費の狭院性と蓄積＝価値
増殖，従って生産の無制限的拡大傾向との関係において過剰生産が措定され
ているのであって，それはまさしく資本制生産に内在的な生産と消費の矛盾
の現実的表現としての意味を持つものとして，消費資料生産部門の過剰生産
のく現実的可能性〉が展開されているのである。この個人的消費に関する問
題は『資本論』第3巻第3篇において実現の条件を制限する社会の消費力と
して措定されていることは周知の通りである。（Kap・：lff・272）そこでは実
現の条件を制約する社会の消費力は敵対的な分配諸関係と蓄積衝動によって
規定きれるとされているが，前者は資本。賃労働関係のことであり，労働者
階級の消費は常に最低限に圧下される傾向をもつものとして想定されている
のであり，これに対して後者は資本家の個人的消費のことを意味している。
それは常に蓄積の大きさによってのみ規定される従属変数なのである。この
『資本論』においては生産過程と流通過程の総過程を対象とする第3巻にお
いて展闇されるべき内容が，　『要綱』においては「本来的流通過程」におい．
て，「表」との関連において言及されているということは，表式分析の第3
巻適用に対する一つの示唆を意味している。
　かくて，マルクスは「表」を基礎にしてく過剰生産の略解図〉（Gr・321）
（1）　このことは他面では，いわゆる過少消費説の反駁となっているということも出来
　　る。高木幸二郎，前掲書，P13．更に，そこでは次のように，この箇所の本質の指
　摘がなされている。〈問題の軸心は価値増殖にあり，価値増殖のためにこそ蓄積が
　行なわれるのだが，この蓄積による盲目的生産拡大が生産と消費の均衡を打ち破
　　り，肝心の価値増殖そのものを不可能ならしめるということ，価値増殖のために価
　’値増殖が不可能になるという自己矛盾的現象，過剰生産とはそのような蓄積，生産
　拡大を合意して使われているのであり，過少消費の言葉ではそれを表わすことはで
　きないこと，そうしたことが示されている。〉（同前）
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とされるものを示そうとしていたといえるのであるが，それは「表」の説明
にさいして，単純再生産よりも蓄積に重点がおかれていたことに照応するも
のである。続いて，過剰生産の定義が〈消費と価値増殖のあいだの正しい関
係を確立するには過剰の生塵〉とされるのであるが，そのく正しい関係〉と
は何かが次に問題にされねばならないであろう。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
　（b）〈別のことばで言えば，生産力発展のあるあたえられた地点では，一
（なぜならこの発展が必要労働と剰余労働との割合を規定するであろうから）
一生産物が一原材料，機械類，必要労働，剰余労働に対応するところの一回
分に分割され，そして最後に剰余労働自身が消費に帰着する部分とふ’たたび
資本になるもう一つの部分とに分割されるところの，ある固定した関係割合
が生ずる。資本のこの内的な概念上の区分は，交換のばあいには，ある定ま
った制限された比率一もっとも生産の進行とともにたえず変るものではある
が一方，諸資本相互間の交換のために生ずるというように現れる。たとえ
ば，％が原料，％が機械類，％が労賃，％が剰余生産物一そのうち1／loはふた
たび消費に，％oは新しい生産にあてられる一といった関係割合一こうした
資本内部の区分一は，交換では，いわば五つの資本のあいだの分配として現
れる。とにかくそれとともにおこなわれうる交換の総額も，これら資本がそ
れぞれ生産するとともにまた交換しなければならないその比率もまたあたえ
られている。……交換は絶対的には，これらの概念的には相互的に規定され
た諸契機に一つの無関心的な定在をあたえる。これらの諸契機は相互に独立
して存在している。それらの内的必然性は，それら相互の無関心的な外観を
暴力的におわらせるところの，恐慌の形で現れる。〉（Gr・347～8）
　ここではマルクスは生産力発展のある一定段階において①資本の内的概念
（2）富塚良三氏はこのく消費と価値増殖との間の正しい関係〉を保持しうべき蓄積率
　を「均衡蓄積率」とされている。　（富塚良三『恐慌論研究』P．IO4～5）富塚氏の
　　「均衡蓄積率」設定の方法や内容規定についての批判は，拙稿「再生産表式論研究
　における問題点一常灯良三氏の所説の検討を中心に一」，　r法経学会雑誌』18－3
　においておこなった。
　　　　　　　　　　　　　　一17一
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上の区分（illnere　begriffliche　Teilung　des　Kapitals）＝資本の価値構成，②
必要労働と剰余労働との割合篇剰余価値率，③剰余労働自身の消費に帰着す’
る部分とふたたび資本になるもう一つの部分とへの分割聯蓄積率，が与えら
れるということを示した後で，①の資本の価値構成比率は，交換によって，
詰資本の部門間構成比率として現われるとしている。マルクスは資本の価値：
青磁と総資本の部門聞構成比率の閥に一定の内的連関性があること，しかも
後者が剰余価値の実現の条件をなすものであるとしているのである。　「表」
の説明にさいして，　「表」が剰余価／直実現のll“1一の正しい関係割合を表現し
ている’とされたのもそのためである。
　ここで以上述べてきたことを「表」によって考えてみよう。「表」を表式
を仮用して次のように書きかえる。
（A，　B，　C）　1）　180c十60　v＋60m＝＝300
　　（E）　lla）　60　c＋20　v十20m一一100
　　（D）　ll　b）　60　c十20　v十20rn＝＝100
　61用文（a）において示された過剰生産とは，①且a）W’＞1）v＋■a）v＋
皿b）v，⑨恥）W！＞1）m（k）＋∬a）m（k）＋1［b）m（k）として示されるもの
である。引用文（b）においては1＝1正a：1［bという諸資本の配分比率はC：
V：Mという資本の分割比率によって規定され，それは交換において現実性
を得るとされた。この両者の比率が照応する時，均衡的な生産がおこなわ
れ，価値増殖が可能になるということである。ここでは〈均衡的な生産とは，
資本が正しい割合に配分される〉（Gr・316）こととして理解きれているので
ある。かくて，均衡的な生産が価1直増殖酊能な生産であるとすれば，＜消費
と価値増殖の問の正しい関係〉とは均衡的な生産の可能な条件，従ってここ
では車純再生産的均衡の条件（1）60v＋60m＝皿a）60c＋∬b）60c）であると
いえよう。しかし〈資本は剰余労働を無際限に追求し，過剰生産，過剰消費
などを無際限に追求するのであるから一釣合いをのりこえようとする資本の
傾向も同様に必然〉（ibid）となるために，＜存在している均衡は，剰余価値
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の創造と生産力の増大とによって，たえず止蜴きれざるをえな〉　（Gr・317）
くなるのである。かくて，過剰生産とはこの均衡的な生産の条件を破壊する
ようにおこなわれた生産のことであるといえよう。
　ところで，この均衡条件，或いはその条件を成立せしめるにいたる諸資本
の部門間配分比率は，交換関係を媒介とすることによって，資本の内的概念
的な区分とは無関係な関係として，従って諸資本にとっては外的な関係とし
て措定されるにいたるとされている。資本として価値増殖が可能であるため
にはく相互に交換しあわねばならないはずの正しい（想像上の）釣合い〉
（Gr・324）が必要であるが，それらはく彼ら相互の関連の外部によこたわっ
ている。〉（ibid）しかし，そのことは同時にく同一種属のものの内的必然
性，そしてその相互間の無関心的・自立的存在は，すでに諸矛盾の基礎〉
（Gr・3！8）なのであって，マルクスはそこに過剰生産と恐慌の可能性の根拠
・をみようとしている。生産藷部門間に存在する〈正しい釣合い〉は資本制的
蓄積それ自休によって撹乱されるのであるが，それが「本来的流通過程」に
おいては部門間の不比例という形態において漏話生産として現出するという
のである。　「表」においてはif　a）60c＋■b）60c一工）60　v＋60mという関
係式，或いは］la）60c－1）60v，］lb）60c一工）60mという2条の関係式に
おける不均衡への転化として，従って部門間の不比例として過剰生産が措定
されているといえよう。だが，元来は資本制生産の総過程においてのみ十全
な意味において措定される過剰生産を，本来的流通過程において生産面部門
間の不比例として措定するということは，そこで扱かわれる過剰生産の問題
には理論的限界があることを意味しているといえよう。換雷すれば1本面的
流通過程において過剰生産を問題にするとすれば，部門痘疹比例として，従
って構造的型制として想定せざるをえないということを示していると考える
ことが出来よう。それは他面ではいわゆる不比例説に対する理論的限界をも
示すものでもある。
　かくて，交換によって相互に独立した存在としての外観を付与されたく資
　　　　　　　　　　　　　　　一19一
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本の内的概念上の区分〉とく諸資本の関係割合〉の2契機は，その内的統一
の必然性をく恐慌〉という暴力的な形態でのみ回復せざるをえなくなるので
ある。交換によって価値増殖の内的諸条件（資本の内的概念．ヒの区分）その
ものは変化しないが，その内的諸条件は交換によってく外にむけて投げだ〉
（Gr・35エ）　され，生産諸部門間相互の独立的定在として措定されるにいたる
のであるが，そこに資本の価値構成によって規定される生産諸勢門間の内的
統一性はく恐慌の形で外に向かって暴力的に発現〉（ibid）せぎるをえない必
然性があるということである。それ故，恐慌において一面ではく価値と資本
との破壊〉（Gr・350）が生じ，他面ではく必要労働と剰余労働との正常な関
係割合を回復するために一生産と生きた労働との現実的縮少〉（Gr・351）が
おこなわれるということである。
　引用文（alにおいては，過剰生産は蓄積＝生産の無制限的拡大傾向によって
惹起される部門間不比例との関係において示されていた。．引用文（b）では，恐
慌は交換によってもたらされる資本の価値構成と部門構成の外的対立の内的
統一の暴力的回復として示された。（b）では恐慌の可能性が交換によって必然
的に生じるということを示しているとすれば，従って，恐慌の可能性が一般
性において示されたとすれば（a）において，その恐慌の一般的可能性の現実性
転化の要因は蓄積一価値増殖に他ならないということを示すものといえよ
う。交換によって，恐慌の一般的可能性が惹起されるが，それは同時に価値
増殖二蓄積の現実的可能性ということに仙ならないのであって，恐慌の一般
的可能性の現実性への転化は蓄積の現実的進行によって必然化せしめられる
ということである。
　続いてマルクスは次のように述べている。
　（c）＜さらに生産力における革命は，これらの関係割合を変える，一資本の
立場，したがって交換を通じての価値増殖の立場からすれば一つねに必要労
働の剰余労働にたいする関係割合，または対象化された労働の種々の契機の
生きた労働にたいする関係割合といってもよいものに，あくまでその基礎を
　　　　　　　　　　　　　　　一20一
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おくところの，これらの関係割合それ自体を変革する。……もし生産が（新
しく発展した生産力を基礎としておこなわれなければならないような，そう
いった）比率に無頓着に進行すれぼ，結局は交換では，一方か他方の側にマ
イナスが，負の量が現れざるをえない。制限はやはりあくまで，交換が一し
たがって生産も一剰余労働と必要労働との割合がもとのままであるというよ
うにおこなわれる一なぜならこのことは資本の価値増殖の不変ということに
イコールなのだから一ということである。〉（Gr・348）
　引用文（a）においては生産力水準一定という仮定のもとで，過剰生産の契機
が論じられたが，ここでは生産力水準の上昇を想定することによって，過剰
生産恐慌の現実惟がさらに発展するということが示されているといえよう。
生産力の発展によって，必要労働の剰余労働に対する関係（v：m），対象化
された労働の生きた労働に対する関係（c：v＋m）が変化するが，それら諸
関係の変化は資本の内的概念的区分（c：v＝m）の変革を惹起するものであ
る。それ故，均衡的な生産がおこなわれるためには，従って価値増殖が’可能
であるためには生産は生産力水準の上昇に照応する新しい比率でおこなわれ
なければならない。しかし，資本制生産は無制限的拡大傾向を示すのであっ
て，そこに過剰生産のより一層の発展が生じる必然性があるということであ
る。ここでマルクスが過剰生産は交換において一方における負の量として現
象するとしていることは，先にも述べたように「資本の流通過程」で過剰生
産を生産諸部門の不比例性との関係において説明していることに照応するも
のである。我々はそこに本来的流通過程において過剰生産を問題とする場合
の理論的限界を見い出すことが出来るであろう。過剰生産恐慌の必然性は，
直接的生産過程と本来的流通過程を総括する総過程において与えられるもの
であるが，本来的流通過程ではそれは唯，構造的一遍としてのみ，従って部
門間不比例という形態においてのみ呈示されるということである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
　（3）　ロスドルスキーは「表」が示していることは資本の内的概念ll勺区分が成長の視点
　　でとらえられた資木制生産の均衡条件であるとしている。ibid．　S．391
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1［［　再生産表式の基礎範疇の確立
　　一「剰余価値学説史』における研究の成果の翌旦一
　A　マルクス「経済表」成立過程の起点について
　再生産表式の成立過程の起点は明らかに，マルクス「経済表」の確立であ
　　　　　　　　　　　　　c1）
るが，その「経済表」そのものの成立の起点は何に求めるべきかというζと
がここでの課題である。この問題については，従来山田盛太郎氏の地代論の
完成をもって起点とするという所説が「通説」のごとく見なされてきた。即
ち，〈マルクスの地代理論の完成に基くケネーの「経済表」の検討を通じて
マルクスの「経済表」＝再生産表式へ。ここに要点がある。〉と。だが果た
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）
してこの主張は妥当であろうか。山田氏は1862年6月18日付けのマルクスの
エンゲルス宛の手紙で，地代論の完成が告げられ，ケネーの「経済表」の研
究に向っていることがしめされているのを資料的根拠とされる。山田氏はこ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）
の手紙で〈地代理論の完成は差額地代及び絶対地代の解決を意味し，即ち，
地代を一の「転化された形態．1としてその本源形態たる剰余価値へ帰着せし
むることを意味し，資本の運動の全面的把握は確立せられ，藪に初めて，再
生産の問題が問題として提起され得るに至る〉ということが証明されている
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）
とされるのである。地代論の完成によって，資本の運動の全面的把握は可能
（1）　ここでは再生産表式の成立過程の「起点」ということの内容を水谷謙次氏にした
　　がって〈「再生産の問題を問題として提起しうる」ための根本的認識条件〉（水
　　谷，前掲論文O，P．166），〈社会的資本の副成分の垣補（従って収入の墳補）が
　　どうなるかという問題を問題として認識する理論的条件〉（同前，P．167）の成立
　　と考えておく。
（2）　山田盛太郎「再生産表式と地代範塒」，r人文』創刊号，　P．4
（3）　＜私はいま遂に地代理論に決着をつけた。私は既に長い間リカアド理論の完全な
　　る妥当性について疑念を抱いていたが，遂にその欺隔を見つけだした。……若し貴
　君を煩わることなく響く簡単に出来ることだったら，イタリア式簿記範例（説明付
　　き）をお願いしたい。ドクトル・サネーの「経済表」の検討に必要なんだが。〉（18
　62年6月18日付けマルクスのエンゲルス宛の手紙r手紙』P．109）
（4）　山田盛太郎「再生産過程表式分析序論」，　「資本論体系中」　（改造社版経済学全
　　集第ll巻）P．272
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となり，再生産論の構想が確立された．ということである。それ故，LL1田氏は
この1862年の地代論の完成（更にそれを起点とする表，表式の展開）はく『経
済学批判』（1859年）から『資本言禽』第一巻（1867年）への推移に於ける重
要な一時期を劃する〉とされている。
　　　　　　　　　（5）　（6）　ここで山田氏がく再生産の問題を問題として提起〉することが可能になる
ときれていることは，〈資本の運動の全面的把握の確立〉ということと同義
であることは明らかである。山田氏は資本の運動の全面的把握は再生産表式
において提示されていると理解されるのである。そこでは，再生産表式はま
さに「総再生産過程」の総括提示として考えられている。それ故，地代論の
完成を再生産表式形成過程の「起点」として位．置づけるということは，分配
諸範疇の：本源的形態たる剰余価値範麟への還元によって，資本の運動の全面
的把握が確立されるということを含意しているものといえよう。かくて，山
（5）　　同前P．273
（6）水谷氏は絶対地代の証明をまたないでも「再生産の問題」は提起出来，しかも再
　　生産の問題は「地代論の完成」以前に研究されているということから，山田氏の主
　　張を次のように否定されている。＜絶対地代の証明が果してr経済表』成立の「起
　　点」であるかどうか，という・…・・かたちで問題が提出されるならば，その答えは自
　　ら明らかであろう。けだし，「再生産の問題」の根幹は，社会的総資本の価値およ
　　び質料愼補の態容にある以上，絶対地代の証明をまたないで地代を剰余価値の一分
　　肢として「一般的に」把握しておくだけでも立派に提起しうる関係にあるからであ
　　り，この点はr資本論』における再生産論と地代論の理論的位置からしても，また
　資本家的生産の再生産にかんする問題が問題として「地代論の完成」以前に研究さ
　　れている厳然たる事からしても明白なところだからである。〉（水谷，前掲論文e
　20－2P．166～7）だがこのような反論では次のような桜井毅氏の反批判を生むの
　　も当然といえよう。＜しかし，その反論では，絶対地代の論証をまだないでどうし
　　て地代を剰余価値の一分肢として一般的に把握しうるかが証明されておらず，また
　　そのことが何故「再生産論」よりあとに「地代論」が位置していることに．よって明
　　らかになるのかが説かれていないのであって，それは反論としてかならずしも説得
　　的なものになっていないように思われる。〉（宇野弘蔵編『資本論研究』Ill［P．211）
　　尚，桜井氏は山田氏の意図を次のように説明されている。＜山田が表式の成立を絶
　対地代論の確立を媒介にして説こうとしたことは，結局，それによって資本家的に
　　は農・工業の区別がなくなり，社会的生産の2部門分割が可能になったということ
　　を意味している。それは資本に社会的再生産が包摂されて，あらゆる生産物が資本
　家的に生産されるという事実を無器用にのべたものにすぎない。〉（同前）ここで
　　桜井氏は絶対地代論の確立によって2部門分割が1・9能になつtとされているが，こ
一23一
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田氏の所説では第1に再生産表式がく資本主義経済構成の再生産の総括的表
式〉，従って，価値・剰余価値範疇の総括呈示として考えられるというこ
（7）
と，第2に，分配諸範疇の剰余価値への還元によって，資本の運動の全面的
把握，従って，ブルジョア社会の内的編制の総括が可能になるとされるとい
うこと，この2点一もっとも両者は相互に関連するものであるが一が問題点
として指摘されるであろう。この2点は経済学の方法論，或いは現行『資本
論』の体系的構成をいかに考えるかということと直接関連する問題であるの
で，ここでは詳論を避けるが，要点のみを記せば次のように言えるであろう。
第1点については，再生産表式の理論的性格が問題になる。再生産表式をも
って価値・剰余価値範疇の総括呈示として考えるとすれば，、再生産表式が示
すことは，資本制生産の長期平均的な総括ということ，＜波乱にみちた現実
の過程を，その根底において支配する資本主義的再生産の基本構造およびそ
　　れは駁井氏の誤解である。マルクスが2部門分割の必然性を理論的に確立するのは
　　r学説史』の不変資本の再生産の研究途上においてであって（というよりその研究
　　成果であるのだが），．それは絶対地代論の確立以前のことである。
　　　小林賢斉氏は一方ではくこのマルクスの「経済表」成立過程が彼の地代論の完成
　　を伴っている聖は周知の如くである〉（前掲論文，P．　lO2）とされながら，他方で
　　はくケネーの時代には表現しまたは問題としえなかった再生産論上の主要困難（資
　　本と所得の交換等）をかように取り上げてきたことによって，スミスの再生産論は
　　農，エニ分割を基礎としながらも，事実上マルクスへあと一跳びの軍律到達すること
　　ができたのである。而してマルクスにおいてはもはや農工間の流通が問題ではなく，
　　資本の一般的分析に基づいて諸資本相互の関連として総再生産過程が考察され，む
　　しろ工業を中心に表式が考えられてゆくのであり，この意味でもスミスのく経済
　　表〉はマルクスの「表式」への過渡をなすものといえよう。〉（小林「アダム・ス
　　ミスの再生産論」，　r武蔵大学論集』2－2・3・4　P．17）小林氏はこの2面を
　　統一的に把握するものとして「v＋mのドグマ」の克服による地代論を含む価値・
　　剰余価値論の完成に求めようとされているが納得的ではない。
（7）　南克己氏は山田島には表式分析を〈資本主義的経済構成の再生産の総括的表式〉
　　とみる視角と，〈流通の媒介運動の分析〉とみる視角が混在しているとされてい
　　．る。　（南克己「恐慌理論一点描，研究の系譜と動向」，　r論争・現代の経済理論』
　　（渡辺佐平編）P．BO）確かに，山［1ヨ氏は「再生産論の箭成」において，第2巻第
　　3篇をく流通の媒介的運動〉（「分析序論」P．257）とされているが，山田氏はそ
　　の視点で再生産表式を分祈されているわけではない。むしろ，ここで述べたよう
　．に，総過程把握の視点が支配的である。
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の運動の基本形態を仙値の次元において，抽象的・一般的に総括すること〉
である。だが，果たして，再生産表式はそのような法則を呈示するものとし
　　（ts）
てのみ示されているといえるであろうか。マルクスが再生産表式の研究にお
いて固定資本間題を扱い，第2部門の細分割による生活必需晶と奢移品問題
を扱かったのは，表式を単に法則的側面においてのみ理解していなかったこ
とを示唆するのではないであろうか。第2点については資本の運動の全面晦
　　　　　　　　　　　　　　　　（9）
把握ということの内容が問題になる。分配諸範疇の剰余価値への還元によっ
て，資本の運動の全面的把握が可能になるとされる場合の資本（b運動とは実
は，資本制生産α）動態的側面を意味するのではなく，資本制生産の「全機素
的把握」，従って，むしろ資本制生産の静態的側面という意味での「運動」
ということである。だが，これは表式をマルクス「経済表」＝資本一般の論
理におしとどめるものである。従って，山田氏が地代論の完成によって，資
木の運動の全面的把握が確立されるとされていることは，資本制生産の静態
的側面の把握，或いは「’資本一般」の論理段階の総括把握ということであっ
て，文字通り資本制生産を運動として，動態として把握するということでは
ないのである。資本の運動の全面的把握，資本制生産の総過程の総括把握
は，『資本論』第1巻第7篇，第2巻第3篇，第3巻第3篇の再生産の3部
品契機の総括的把握との関連においてのみなされうるのであって，それを第’
2巻第3篇の論理にのみ限定するということは，資本の運動の総体的把握を
不可能にするものであろう。更に，そのような方法論からは，再生産表式の
持つ理論的意義を単に資本制生産の構造的把握の用具として位置づけるとい
　（8）　南克己「再生産表式」，　『資本論辞典』　（青木書店）P．162
　（9）再生産表式論の研究史において，r資木論』でも積極的に問題にされている固定
　　資本問題，第2部門の細分割（奢修品の問題）が，高木幸二郎r恐慌論体系序説』
　　を唯一の例外として，積極的にとりあげられたことはなかったのは，表式の理論的
　　性格の把握に問題があったからである。固定資本問題については成程多くの論者の
　　参加した一連の論争過程があったかもしれないが，その結論は再生産表式に固定資
　　木問題を導入することはいかなる意味があろうかという反問で終ったのであって，
　　その本来の問題提起すら確認されずに終ったといえよう。
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うことしか帰結しえないであろう。
　ところで，現行『資本論』体系の嘉応がいつ，いかなる契機によって確立
したかという問題は，かつて「プラン論争」として，学界でも議論されたと
ころであるが，山田氏が地代論の完成が「経濟表」成立過程の起点であると
されることは，他面ではその「プラン閥題」と密接に関連しているといえよ
う。ここでは「プラン問題」そのものについて言及することは控えるが，結
論のみを示せば，1862年の地代論の完成が意味することは「資本一般」につ
いての研究の一応の結着であり，生産価格郎等を含む「広義の剰余価値論」
（ブイゴツキー）の完成ということである。それ故，現行「資本論』’ ﾌ系の
理論的基軸をなす再生産の3関連契機（1巻7篇，2巻3篇，3巻3篇）に
よる資本の運動の金機構的・総括的把握・　「ブルジョア社会の内部的仕誌］
の総括把握ということは，1862年当時にはいまだはたきれていなかったとみ
るべきであろう。従って，再生産表式の個々の諸契機については地代論の完
成以前にも以後にも各所で研究が進められてはいるが，再生産表式論として
の構想は，1862年当時には確立しておらず，体系的にも未だ展開されていな
いとみるべきであろうb更に，研究の時間的流れから見るならば，後でもみ
るように，マルクスがケネー「経済表」の研究を闘始したのは遅くとも！862
年4月マンチェスターに滞在中であって，山田氏が資料的根拠ときれる／862
年6月18日付けの手紙におけるマルクスの言及は，マルクスがケネーの「経
済誌」の研究の最中であることを示すものではあっても，地代論の完成によ
ってはじめてケネー「経済表」の検討を開始したということを示すものでは
ない。
　山田氏の主張で次に問題になることは，山田氏のように考えるとすれば再
生産表式論の形成過．程におけるマルクスのA・スミス研究の意義が看過され
ることになるということである。マルクスの再生産衰式論はケネーのみなら
ず，スミスからも批判的に摂取されていることは『剰余価値学説史』を見れ
ば明らかなことである。山田氏のこの難点を回避するために，例えば宮本義
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男氏はLL【田氏の主張を基本的には受けいれられながら，絶対地代論の確立は
「経済表」形成の「起点」ではなく，「契機」になったとされる。宮本氏は
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　CIO）
マルクスの社会的総資本の構想は，弊誌として〈すでに7冊のノート（『経
済学批判要綱』一引用者）．にもみられ，この構想は23冊のノート　（『剰余価
値学説史』一引用者）では，スミス価値論の批判のさいにケネー経済表の検
討として現われ〉ているのであって，〈絶対地代論の確立は，すでにスミス
　　　　　　　（11）
体系の批判をとおして　（スミスの価値論には社会的総資本の再生産把握の構
想がみうけられる）社会的総資本の再生産構造の構想へさらに一歩近づき，
そのためにこそ，わきみちとして，わざわざケネー経済表の検討を行ってい
たマルクスをしてマルクス独自の経済表の作成を可能ならしめるにいたった
〉とされている。宮本氏はマルクスには社会的総資本の構想は絶対地代論の
（12）
確立以前にもあったが，絶対地代論の確立を「契機」．として，その構想は
「経済表」という形で具体化したとされるのである。しかし，絶対地代論の
確立がマルクス「経済表」形成の契機であるとするならば，ケネー「経済表」
の検討で示されたマルクスの評価の観点と，マルクスの「経済表」における
観点との間に，理論的に大きな飛躍がなければならないであろう。ケネー
「経済表」の検討が遅くとも地代論の完成以前に行われていることを考える
ならば，両者の間に理論的な発展がなければならないことになる。　しかし，
後にも述べるように，両者の観点は基本的には変更がなく，むしろケネー
「経済面」の視点の具体化がマルクス「経済表」であるということが出来る
のである。
　かくそ，我々は1862年の地代論の完成がマルクス「経済表」の形成に対し
て，決定的な意義を持ったとすることは出来ないといえるであろう。それで
は何をもってマルクス「経済表」成立の「起点」となすかということである
（10）＜絶対地代論の確立がマルクス経済表，ひいてはマルクスの再生産表式の確立の
　契機となったことは今日周知の事の事柄だ〉（宮本義男r資本論研究』P．121）
（ll）　同前，　P．60
（12）　同前，P．51
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が，結論から先きにいえば，我々はマルクスのスミス研究，特に『剰余価値
学説史』において「v＋mのドグマ」批判としておこなわれた不変資本の再
生産の研究を考えるものである。
　「v＋皿のドグマ」はスミスをして総再生産過程の問題を正しく把握する
可能性のみならず，これを正しく提起する可能性をもあたえなかったといわ
れるものであり，スミスをして総再生産過程把握という点において，ケネー
より一歩後退せしめた基本的原因をなすものである。それ故，マルクスにと
って，スミス以後の全経済学のつまずきの石であった　「v＋mのドグマ」の1
克服なくしては，古典派経済学の完全な克服もありえなかったといえよう。
ところで，レーニンは再生産論の形成に対しては，スミスはケネー以上に強
調されるべきであって，スミスこそ実現の問題を提起したとしている。＜ほ
かならぬアダム・スミスこそ，諸生産物は諸生産物と交換きれるという（重．
農主義者たちにもわかっていた）この真理をみとめたにとどまらず，また，
社会的資本と社会的生産物との種々異なった諸構成部分がそれらの価値にし
たがってどのように補填　（実現）されるかという問題をも提起したのであっ
た。だからこそ，マルクスは，重農主義者たちの学説のうちには，たとえば
ケネー「経済表」には，「当時としては天才的な」諸命題がふくまれていた
ことを完全にみとめ，また再生産過程の分析ではアダム・スミスは璽農主義．
者たちにくらべてある点では後退さえしたことをみとめていたが，しかし，
実現の聞題の歴史を概観するばあいには，重農主義者たちにはユベージ半ほ
どしかさいていないのに，アダム・スミスには，30ページ以上もきいて，そ・
の後のすべての経済学によってうけつがれたアダム・スミスの基本的な誤り
を，詳細に検討したのであった。〉ここで言われているく基本的な誤り〉と
　　　　　　　　　　　　　　（13）
は，　「v＋mのドグマ」に他ならないことは明かである。レーニンはスミス
によって実現問題が提起されたことを強調しているが，cr　一ザは社会的再生
（13）　レーニン「ふたたび実現理論の問題によせて」，　『全集』第4巻P．75
　　　　　　　　　　　　　　－28一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　再生産表式の形成過程（1）　26ワ
産過程の諸関連把握においてスミスはケネーにまきっていたとしている。〈
：重農主義の簡潔な，厳密な，且つ古典的に透徹せる図式は，ここでは，一見
したところ混沌たる諸概念と諸関係との混乱の中に解消した。だが，この混
沌からしてすでに，いくらか新しい，ケネーの場合よりも深刻に，近代的に，
且つ生々と把握された，社会的再生産過程の諸関係が現われてくるのである
が，それはまだ，ミケランゼロの奴隷の大理石像の如く，混沌のうちに未完
成のままに含まれている。〉ここで実現の聞題として，或いは社会的再生産
　　　　　　　　　　　　（14）
過程の諸関係として語られていることは，マルクス再生産論の形成に対して
璽要な意義を持つものであるが，それ故に〈再生産論の理論的基礎にかんす
るかぎり，ケネーとマルクスとの相異と，スミスとマルクスとの近似性〉が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）
存在するといえるのである。このことは，スミス『国富論』体系の止揚によ
って，はじめてマルクス再生産論の確立がありえるということを意味するも
のである。かくて，再生産表式論形成における「v＋mのドグマ」の克服は
　　　　C16）
決定的重要性を持つものであり，その意味において「v＋mのドグマ」はケ
ネー「経済表」とマルクス再生産表式との間のく弁証法的な媒介項〉として
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）
把握することも出来るであろう。まさしくスミスの2つの誤謬（生産物の価
値からの不変資本の除去，生産的消費と個人的消費との混同）の修正によっ
（14）　ローザ・ルクセンブルグr資本蓄積論」　（長谷部文雄訳）上巻P．53～4
．（15）松田弘三「科学的経済学の成立過程』P．　138
　　　松田氏はスミスr国富論」のマルクス再生産論における重要性を強調されてい
　　る。＜しかしながら，ケネーのr経済表』のみが，マルクスの再生産論の想源であ
　　つたのではない。アダム・スミスの『国富論』，とくにその第2篇も，ケネーのば
　　あいのように厳密に図表されなかったとはいえ，一個の再生産理論であり，しかも
　　理論的にケネーのそれよりもいっそう前進したものである。したがって，マルクス
　　の再生産理論が，スミスのそれをも批判的に摂取していることは，いうまでもな
　　い。〉（同前，P．82～3）
〈16）〈社会的総資本の再生産と蓄積の理論の確立は，労働の2重性把握を軸とする価
　　値理論と労働力商品の析出を軸とする剰余価値理論を樹立したマルクスによる，ケ
　　ネー「経済表」の体系とスミスr国富論」の体系との揚棄をまって，はじめて可能
　　となるのである。〉（吉原泰助「ケネー（再生産論）」　r経済学史論座』（有斐閣）
　　1，　P．　97）
（17）　藤塚知義「アダムス・スミス革命』P．　127
　　　　　　　　　　　　　　　　－29一
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て，マルクスははじめて資本制社会における社会的生産物の実現の理論を構
築することが出来たのである。
　　　　　　　　　　　　　（18）
　ところで，『学説史」執筆段階において，マルクスはスミス「国窟論』を
完全に止揚しえていたとはいえないであろう。特にスミスの資本蓄積論の批
判は「v＋mのドグマ」の克服によって可能になるとはいえ，その十全な批
判はこの段階ではおこなわれていなかったとみるべきであろう。スミスの資
本蓄積論は「v＋mのドグマ」に対応して，資本の蓄積は剰余価値の可変資
本への転化としてのみ把握されており，本来的意味における拡大再生産過程
を把握しえないものである。しかし，スミスの資本蓄積論は蓄積がく資本の
増加→生産的労働の雇用の増大→年生産物の価値量の増大＝拡大再生産，の
直接の原因とみなされる〉ことによって，資本制蓄積の全機構的把握を果そ
　　　　　　　　　　　（19）
うとするものである。このようなスミスの資本蓄積論の意図を十全に理解
し，その欠陥を完全に克服することは，しかしながら，マルクス自身の蓄積
論，蓄積；拡大再生産の過程の表式的解明によってのみ果たされるものであ
って，それはマルクスが現行『資本論』体系の構想を確立することによって
始めて可能となるものである。スミス『国富論」体系の止揚によるマルクス
再生産論への発展とはいっても，マルクス自身の再生産論の完成によっての
み，『国富論』の文字通りの止揚がありえるのである。
（18）くこの（2部門）分割がわがものとされ，社会的生産物よりの不変部分（すなわ
　　ち不変資本を補陣する部分）を除去するアダム・スミスの誤謬が訂正されるとき
　は，資本主義社会における．生産物実現の問題はすでに明らかである。〉（レ一一・＝ン
　　　「ローマン派経済学批判」）
（19）松田，前掲書，P．工46
　　　　　　　　　　　　　　－30一
